







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































８．終 わ り に
　最決平成28年により，相続預金につき一部の相続人からの払戻請求が原則
認められなくなったが，以上検討してきたように，その後においても，⑴被
相続人の債権者が相続預金と相殺すること，⑵相続人の債権者が相続預金と
相殺すること，および⑶被相続人の債権者が相続人の預金と相殺することに
ついては，すべて肯定的に考えてよいと思われる。
　また，被相続人の債権者から，相続預金あるいは相続人の預金に対する差
押えは認められ取立てすることも可能であるが，相続人の債権者から相続預
金に対する差押えについては，差押えそのものは肯定的に考えられるものの，
取立てすることはできず，売却命令あるいは譲渡命令による換価が必要であ
ると考えられる。
